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医道審議会医師分科会 医師国家試験改善検討部会 

 

１ 趣 旨 

  厚生労働省では、医師国家試験として妥当な範囲と適切なレベルを保ち、医師の

資質の向上を図るため、定期的に国家試験の改善に努めてきている。 

医道審議会医師分科会の下に、「医師国家試験改善検討部会」を開催し、現行の医

師国家試験を評価するとともに、医師国家試験の改善事項について検討を行う。 

 

２ 主な検討事項 

 （１）医師国家試験について 

    ①出題数について 

②出題内容等について 

③合格基準について 

④医師国家試験出題基準（ガイドライン）について 

⑤共用試験ＣＢＴとの連携について 

 （２）ＯＳＣＥについて 

 （３）コンピュータ制の導入及びプール問題等について 

 （４）外国で医師免許を得た者に対する医師国家試験受験資格認定について 

（５）その他の課題について 

 

３ 委 員 (五十音順、敬称略) 

岩間  亨  岐阜大学大学院医学系研究科長・医学部長 

北村  聖  東京大学名誉教授 

清水 貴子  聖隷福祉事業団顧問 

瀨尾 宏美  高知大学教授 

高木  康  昭和大学副学長 

中谷 晴昭  千葉大学理事・副学長 

野上 康子   公益社団法人医療系大学間共用試験実施評価機構研究部専門員 

伴 信太郎  愛知医科大学医学教育センター長 

平川 俊夫  公益社団法人日本医師会常任理事 

福井 次矢  聖路加国際病院院長 

前野 哲博  筑波大学医学医療系教授 

山口 育子  認定ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ理事長 

吉田 穂波  神奈川県立保健福祉大学ヘルスイノベーション研究科教授 

 

丸山 浩   文部科学省高等教育局医学教育課長（オブザーバー） 
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４ スケジュール 

○令和元年７月から議論開始し、令和２年春を目処に報告書をとりまとめる。 

○令和２年度中に、同報告書の提言を踏まえた医師国家試験出題基準の改定を行う。 
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○医道審議会令 

(平成十二年六月七日) 

(政令第二百八十五号) 

改正 平成一四年 一月一七日政令第  四号 

同 一九年 三月 二日同 第 三九号 

同 二〇年 三月三一日同 第 九四号 

同 二七年 九月一八日同 第三三〇号 

同 三〇年 七月二五日同 第二一六号 

医道審議会令をここに公布する。 

医道審議会令 

内閣は、厚生労働省設置法(平成十一年法律第九十七号)第十条第二項の規定に基づき、この政令

を制定する。 

(組織) 

第一条 医道審議会(以下「審議会」という。)は、委員三十人以内で組織する。 

2 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができる。 

3 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができる。 

(委員等の任命) 

第二条 委員及び臨時委員は、次の各号に掲げる者のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

一 社団法人日本医師会(昭和二十二年十一月一日に社団法人日本医師会という名称で設立され

た法人をいう。)の長 

二 社団法人日本歯科医師会(昭和二十二年十一月一日に社団法人日本歯科医師会という名称で

設立された法人をいう。)の長 

三 学識経験のある者 

2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

(平一九政三九・一部改正) 

(委員の任期等) 

第三条 前条第一項第三号に掲げる者のうちから任命された委員の任期は、二年とする。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任さ

れるものとする。 

4 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任される

ものとする。 

5 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。 
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(会長) 

第四条 審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理する。 

(分科会) 

第五条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事務は、審議会の

所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

名称 所掌事務 

医道分科会 医師法(昭和二十三年法律第二百一号)第七条第四項及

び第二十四条の二第二項、歯科医師法(昭和二十三年

法律第二百二号)第七条第四項及び第二十三条の二第

二項並びに医療法(昭和二十三年法律第二百五号)の規

定により審議会の権限に属させられた事項を処理す

ること。 

医師分科会 医師法第十条第二項、第十六条の二第三項、第十六条

の八第二項及び第十六条の九第二項並びに精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律(昭和二十五年法律

第百二十三号)の規定により審議会の権限に属させら

れた事項を処理すること。 

歯科医師分科会 歯科医師法第十条第二項及び第十六条の二第三項の

規定により審議会の権限に属させられた事項を処理

すること。 

保健師助産師看護師分科会 保健師助産師看護師法(昭和二十三年法律第二百三号)

及び看護師等の人材確保の促進に関する法律(平成四

年法律第八十六号)の規定により審議会の権限に属さ

せられた事項を処理すること。 

理学療法士作業療法士分科会 理学療法士及び作業療法士法(昭和四十年法律第百三

十七号)の規定により審議会の権限に属させられた事

項を処理すること。 

あん摩マッサージ指圧師、はり師、き

ゅう師及び柔道整復師分科会 

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関す

る法律(昭和二十二年法律第二百十七号)及び柔道整復

師法(昭和四十五年法律第十九号)の規定により審議会

の権限に属させられた事項を処理すること。 
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薬剤師分科会 薬剤師法(昭和三十五年法律第百四十六号)の規定によ

り審議会の権限に属させられた事項を処理すること。

死体解剖資格審査分科会 死体解剖保存法(昭和二十四年法律第二百四号)の規定

により審議会の権限に属させられた事項を処理する

こと。 

2 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、学識経験のある者

(医道分科会に属すべき委員及び臨時委員にあっては、第二条第一項各号に掲げる者)のうちから、

厚生労働大臣が指名する。 

3 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。 

4 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。 

5 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のうちから分科会長があ

らかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

6 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

(平一四政四・平二〇政九四・平三〇政二一六・一部改正) 

(部会) 

第六条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長(分科会に置かれる部会にあっては、分科

会長)が指名する。 

3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。 

4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから部会長があらかじ

め指名する者が、その職務を代理する。 

6 審議会(分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において同じ。)は、その定める

ところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができる。 

(議事) 

第七条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、

議決することができない。 

2 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したものの過半数で決し、

可否同数のときは、会長の決するところによる。 

3 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。 

(資料の提出等の要求) 

第八条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 
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(庶務) 

第九条 審議会の庶務は、厚生労働省医政局医事課において総括し、及び処理する。ただし、歯科

医師分科会に係るものについては厚生労働省医政局歯科保健課、保健師助産師看護師分科会に係

るものについては厚生労働省医政局看護課、薬剤師分科会に係るものについては厚生労働省医

薬・生活衛生局総務課において処理する。 

(平二〇政九四・平二七政三三〇・一部改正) 

(雑則) 

第十条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関し必要な事項は、会長

が審議会に諮って定める。 

附 則 

この政令は、内閣法の一部を改正する法律(平成十一年法律第八十八号)の施行の日(平成十三年一

月六日)から施行する。 

附 則 (平成一四年一月一七日政令第四号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この政令は、保健婦助産婦看護婦法の一部を改正する法律の施行の日(平成十四年三月一

日)から施行する。 

附 則 (平成一九年三月二日政令第三九号) 

この政令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日から施行する。 

(施行の日＝平成二〇年一二月一日) 

附 則 (平成二〇年三月三一日政令第九四号) 

この政令は、平成二十年四月一日から施行する。 

附 則 (平成二七年九月一八日政令第三三〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この政令は、平成二十七年十月一日から施行する。 

附 則 (平成三〇年七月二五日政令第二一六号) 

この政令は、公布の日から施行する。 

 

STKUU
楕円


